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（単位：百万円）

（A) (B) (A/B)

●主要事項

◎ 豊かで活力ある地域づくり
(23,506) (1.10)

○ 持続可能な地域公共交通ネットワークの実現 20,995 21,412 0.98

○ バリアフリー法等に基づく一体的・総合的な 59 62 0.96

バリアフリー化の推進

○ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 46 43 1.07

○ 交通政策基本計画の実現による交通政策の 56 61 0.92

総合的な推進

○ 公共交通分野におけるオープンデータ化の推進 14 0 皆増

◎ 国民の安全・安心の確保

○ 運輸安全マネジメント制度の充実強化 39 42 0.94

○ 災害に強い物流システムの構築 8 10 0.77

○ サイバーセキュリティ対策の強化 65 76 0.86

○ 公共交通事業者における危機管理対応力の 18 16 1.15

充実・強化

◎ 生産性の向上と新需要の創出による成長力の強化

○ モーダルシフト等推進事業 40 40 1.00

○ 物流産業イノベーションの推進 21 25 0.85

○ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 579 591 0.98

○ インフラシステム海外展開の推進 1,364 1,435 0.95

○ 海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進 34 38 0.89

(76) (1.98)
○ i-Constructionの普及加速 36 38 0.93

○ AI・ロボット等革新的技術のインフラ分野への導入 71 0 皆増

○ メンテナンス産業の育成・拡大 14 14 0.98

●その他の行政経費 3,519 3,413 1.03

(29,530) (1.08)
26,979 27,316 0.99

(5,390) (1.02)
●国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費 5,232 5,302 0.99

(34,920) (1.07)
32,211 32,617 0.99

（注1）上記の他に、東日本大震災からの復興加速に係る経費（復興庁計上）として、次のものがある。

　　　 ○被災した公共交通の復興の支援　1,177百万円

（注2）上記の他に、財政投融資として、次のものがある。

　　　 ○インフラシステム海外展開支援　1,268億円（産業投資639億円、政府保証629億円）

（注3）上段（　）は２９年度補正予算額を含んだ計数である。
（注4）端数処理のため、計算が合わない場合がある。

小 計

合 計

平成３０年度総合政策局関係予算総括表

国 費

30年度
予算額

29年度
予算額

対前年度
倍　率



◎豊かで活力ある地域づくり

○ 持続可能な地域公共交通ネットワークの実現

（交通支援課）

予算額 ２０，９９５百万円

・地域公共交通活性化再生法等を踏まえ、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの実現に向けた取組を支援する。

＜内 容＞

１．地域の特性に応じた生活交通の確保維持

・過疎地域等におけるバス、デマンドタクシーの運行

・バス車両の更新等

・離島航路・航空路の運航

２．快適で安全な公共交通の構築

・ノンステップバスの導入、鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備等

・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

３．地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定等の後押し

・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通網形成計画等の策定に係

る調査

・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通再編実施計画の策定に係

る調査

・地域におけるバリアフリー化の促進を図るための新たな方針の策定に係る

調査

４．地域公共交通ネットワーク再編の促進

国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく以下の事業について、

まちづくり支援とも連携し、重点的に支援

・地方路線バスの利便性向上、運行効率化等のためのバス路線の再編やデマ

ンド型等の多様なサービスの導入

・地域鉄道の上下分離等

注）上記のほか、東日本大震災からの復興加速に係る経費（復興庁予算 １，１７７百万円）がある。
また、エレベーターやホームドアの整備、交通系ＩＣカードの導入など交通サービスのインバウン
ド対応は、訪日外国人旅行者受入環境整備対策事業（観光庁予算 ９，６３２百万円の内数）におい
て、地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等の一部は、鉄道施設総合安全対策事業（鉄道局予
算 ３，９８２百万円の内数）において、それぞれ引き続き支援。



○ バリアフリー法等に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進

（安心生活政策課）

予算額 ５９百万円

・「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー

法）等に基づき、高齢者、障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑

な利用の確保に関する施策を一体的･総合的に推進する。

＜内 容＞

○東京オリンピック・パラリンピックを見据えたバリアフリー化の推進

2020年東京オリンピック･パラリンピック競技大会の開催に向けて、交通

事業者における接遇対応向上に関する調査研究や、バリアフリーに関する取

り組みの促進に向けた調査を行うほか、観光地のバリアフリー評価の普及･

促進を行うことにより、ハード･ソフト両面でのバリアフリー化を推進する。

○面的なバリアフリー化の推進

面的なバリアフリー化のために市町村が作成する「バリアフリー基本構想」

の促進のため、広域的な連携が必要となる場合における基本構想策定への都

道府県関与のあり方に関する調査を行うほか、ノウハウを有するバリアフリ

ープロモーターを地方自治体に派遣する。

○高齢化等の進展に対応したバリアフリー施設等のあり方に関する検討

高齢化等の進展に対応したバリアフリー施設の整備やその効果的な活用を

促すため、車椅子使用者の単独乗降のニーズに対応した交通施設･車両等の

あり方に関する調査研究を行うほか、障害者等用駐車スペースの適正利用に

関する調査を行う。

○心のバリアフリーの推進

高齢者･障害者等の疑似体験等を行う「バリアフリー教室」の開催や、公

共交通機関や公共施設等における多機能トイレ及びベビーカーの利用円滑化

に向けた普及啓発活動等を通じ、心のバリアフリーを推進する。

○当事者参画によるスパイラルアップ

全国の交通施設のバリアフリー水準の底上げを図るため、施設設置管理者

団体、学識経験者、障害当事者団体等が一堂に会すバリアフリーネットワー

ク会議を開催し、バリアフリー施策の段階的･継続的な発展を図る。

注）上記のほか、地域におけるバリアフリー化の促進を図るための新たな方針の策定に係る調査への支
援（地域公共交通確保維持改善事業 ２０，９５０百万円の内数）がある。

交通事業者における職員研修
トイレの質の向上

多機能トイレバリアフリー教室



 
 
 

予算額 ４６百万円 

 
・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、訪日外国人旅行

者や高齢者、障害者等も含めた誰もがストレス無く自由に活動できるユニバ

ーサル社会を構築するため、ICT を活用した歩行者移動支援サービスの普及

促進を図る。 

 

＜内 容＞ 
・民間事業者等が多様な歩行者移動支援サービスを提供できる環境を整備する

ため、施設や経路のバリアフリー情報等の移動に必要なデータのオープンデ

ータ化を進める。特に、競技会場周辺エリア等において先行的に実施する。 

・併せて、施設や経路のバリアフリー情報等のデータを、多様な主体により持

続的に収集する手法の検討等に取り組む。 

 

   
オープンデータ活用によるサービス創出  2020 年に実用化を目指すサービスのイメージ 

 

 
多様な主体によるバリアフリー情報等のデータ収集 

 
（注）プローブ情報  ：人工衛星の活用により位置情報を計測し取得される移動者の経路軌跡情報 

     センシング情報：スマートフォン等に搭載されているセンサー等を活用し収集される段差、 

勾配などの路面情報 

 

○ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 

（総務課） 



 
 
 

予算額 ５６百万円 

・交通政策基本計画は、交通政策基本法が提示する交通政策の長期的な方向性

や、「国土形成計画」で示した「コンパクト＋ネットワーク」の考え方を踏

まえつつ、各種の具体的な取組を総合的かつ計画的に推進していくために定

められたものであり、これを着実に実施していくことは、交通分野の生産性

を向上させ、成長戦略や地方創生を実現する上でも極めて重要である。 
 
・交通政策基本計画に基づく施策を着実に実施し、目標を達成するためには、

施策の進捗状況について適切にフォローアップするとともに、特に取組の強

化が必要な施策の推進に向けて調査・検討を実施する。 
 

＜内 容＞ 
○交通政策基本計画全体のフォローアップ 
・交通政策基本計画をフォローアップするため、交通の動向に関するデータの

作成･分析を強化するとともに、交通の動向に関するデータを活用しつつ、

施策の進捗状況を白書としてとりまとめる。 
 
○交通政策基本計画のモード横断的な目標の達成に向けた取組の推進 
・交通政策基本計画のフォローアップを踏まえ、鉄道、自動車、航空等のモー

ド横断的な目標達成に向けて、地域における公共交通の生産性を向上させる

施策、最先端の情報技術の交通分野全体への活用等、特に取組強化が必要な

施策に関して調査･検討を実施する。  

 

交通政策基本計画の目標達成に向け
て、各施策を着実に推進させるため、以
下を実施する。

○交通の動向に関するデータの充実等

⇒ 交通の動向に関するデータの作
成・分析を強化する。

○各年度の計画の進捗状況に関する
フォローアップの実施

⇒ 交通の動向に関するデータも活用
しながら、各年度に講じた施策を適
切にフォローアップし、結果を交通政
策白書としてとりまとめるとともに、
次回の計画改定作業に反映させる。

①交通政策基本計画全体
のフォロｰアップ

交通政策基本計画のフォローアップを踏まえ、鉄
道、自動車、航空等のモード横断的な目標達成
に向けて、交通政策基本計画に位置づけられ
た施策の中で、特に取組の強化が必要な施策
の推進について調査・検討を実施する。

【取組の例】

○ 高齢者の移動の担い手の確保

○ 交通事業の「経営の在り方」の検討

○ 交通政策を推進する人材の育成

○ 公共交通の意義・重要性

○ 地域公共交通の利用状況等のデータ分析

○ 全国公共交通機関を網羅した経路検索の可能化

○ モビリティ・マネジメントの推進

②交通政策基本計画のモード横断的な
目標の達成に向けた取組の推進

○ 交通政策基本計画の実現による交通政策の総合的な推進 

（参事官（総合交通）） 



 
 
 

予算額 １４百万円 

 

・公共交通機関における運行情報等のオープンデータ化は、利用者への情報提

供の充実につながり、一層の利用者利便の向上に資するものである。 

 

・特に、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における円滑な輸

送に寄与する観点からも、公共交通機関におけるオープンデータ化による情

報提供の充実を図る。 

 
＜内 容＞ 
・公共交通事業者によるオープンデータ化を推進する上で課題となっているオ

ープンデータのメリットや費用対効果、データ管理の在り方等について検討

を行うため、アプリによるオープンデータを活用した情報提供の実証実験を

官民連携して実施する。 

 

○ 公共交通分野におけるオープンデータ化の推進 

（情報政策課） 



◎国民の安全・安心の確保

○ 運輸安全マネジメント制度の充実強化
（大臣官房運輸安全監理官）

予算額 ３９百万円

・公共交通の一層の安全確保のため、運輸事業者が経営トップの主体的な関

与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制の構築・改善に取り組

み、国がその実施状況の確認・評価を行う、運輸安全マネジメント制度を推

進してきた。

・制度創設から10年が経過したところであり、今後平成29年7月の運輸審議会

答申を踏まえ、運輸安全マネジメント制度の充実強化を推進する。

＜内容＞

・貸切バス事業の安全確保への社会的要請の高まりを踏まえ、貸切バス事業

者への運輸安全マネジメント評価を重点的に実施し、２９年度から概ね５年

間で全ての貸切バス事業者の安全管理体制を確認。

・中小規模事業者においてはその取組の促進、対応の強化が課題。中小規模

事業者の達成率が低い、ヒヤリ・ハット情報（※）の活用について、その手

法の開発に向けた調査・検討を実施。

※事故を引き起こすかもしれないと思ってヒヤッとした、ハッとした出来事の情報

・事業者の安全管理に関する情報の水平展開と安全統括管理者（※）相互の

情報交換により、事業者の自主的な取組の改善を促すプラットフォームとし

て、「安全統括管理者会議」を開催。

※経営トップの指示のもと、安全管理体制のＰＤＣＡサイクルを回すための責務と権限を有する者

（役員以上の企業幹部）

運輸安全マネジメント制度の今後のあり方について（運輸審議会諮問）運輸審議会答申（平成29年7月）を踏まえた運輸安全マネジメント制度の充実・強化

貸切バス事業者への
評価の重点的な実施

ヒヤリ・ハット情報を活用
したリスク管理手法の開発

「安全統括管理者会議」
の開催

平成29年度から概ね
5年間で、すべての
事業者への評価を実施

▽要員が不足する中小規模
事業者であってもヒヤリ・
ハット事象の原因を簡易的
に分析し、組織的に対策を
講じるための手法を開発す
る。

▽事業者の安全管理に関
する情報の水平展開

▽安全統括管理者※相互
の情報交換
※役員以上の企業幹部

現状約4200事業者のうち
未評価事業者は約3400者

【ヒヤリ・ハット事象の要因分析の例】

左折トラッ
クが歩行者
に衝突しそ
う に な り
急ブレーキ

環境に関する
原 因

相 手 の
原 因

組織管理の
原 因

ドライバーの
原 因

教育不十分

到着遅延の
手続未整備

降雨

電
柱

周囲暗い

傘をさしていた

電柱の影から飛び出し

歩行者発見
遅れ

疲労対策
不十分

左折よく見ず

地図見ながら運転
思い込み
（青信号は大丈夫）

歩行者見えにくい

交通モードを越えた
運輸事業者間の情報・
知見の共有を求める声

▽運輸事業者の安全統括管理者
参加による課題別
（高齢化対策、老朽化対策、
防災対策）の分科会等を実施



○ 災害に強い物流システムの構築

（物流政策課）

予算額 ８百万円

・今後想定される首都直下地震や南海トラフ巨大地震等の広域かつ大規模な

地震が発生し、物流システムが寸断された場合、国民生活や経済活動へ甚

大かつ広域的な影響が生じることが想定される。

・国民生活や経済活動を早急に復旧させるためには、避難者へ支援物資を確

実・迅速に届けることが重要である。

・平成28年熊本地震においてラストマイルの輸送の混乱等の課題が顕在化し

たことを踏まえ、円滑かつ確実な支援物資輸送を実現するための調査・検

討を行う。

＜内 容＞

○ラストマイルにおける円滑な支援物資輸送の実現に向けた検討

・過去の災害時における支援物資輸送について、ラストマイルを中心に

課題の抽出及び原因分析を行い、課題の解決に向けた対策を検討する

ことで、ラストマイルも含めて円滑な支援物資輸送を実現するための

体制の構築を図る。

・一次物資拠点から避難所まで、支援物資輸送を行う訓練を実施する。

○地域に応じた支援物資輸送体制の確立

・地方自治体と地方倉庫協会等との既存協定の内容の高度化等、各地域

における支援物資輸送体制の確立に向けた取組を実施する。

・災害時の現地へのリエゾン派遣のための体制を構築する。



○ サイバーセキュリティ対策の強化

（情報政策課）

予算額 ６５百万円

・近年、政府機関等に対するサイバー攻撃が高度化・巧妙化する中、国土交通

省及び所管する重要インフラ事業者によるサイバーセキュリティ対策の強化

を図る。

＜内 容＞

・国土交通省CSIRT（注１）を強化することにより、国土交通省における情報セ

キュリティインシデントへの対処能力の向上を図る。

（注1）Computer Security Incident Response Teamの略。国土交通省における情報セキュリティインシ

デントに対処するための組織。

・所管する重要インフラ事業者（航空、鉄道、物流）が情報の共有・分析や対

策を連携して行う体制（「交通ISAC」（仮称））（注２）の創設に向けた検討を

支援する。

（注2）Information Sharing and Analysis Centerの略。

交通ISAC（仮）のイメージ

【物流】

【航空】

【鉄道】

他ISAC攻撃者

有識者

分野内
知見

分野内
知見分野内

知見

各分野の知見を持ち寄り
分野横断でのセキュリティ対策活動

連携



○ 公共交通事業者における危機管理対応力の充実・強化
（大臣官房危機管理官）

予算額 １８百万円

・我が国の公共交通機関におけるテロ等の危機管理対応のより一層の高度化の必要

性が高まっているところ、国土交通省としても、政府一体の取組の中で、公共交

通事業者の初動対応の強化等の主体的な取り組みを支援していくことが重要であ

る。このため特に、北朝鮮ミサイルへの対応や、2020年東京オリンピック・パラ

リンピック競技大会へ向けたテロ対策への対応の強化を推進する。

＜内 容＞

・ミサイル発射時に公共交通事業者が実施すべき初動対応のベストプラクティスの

共有や、セミナーの開催、パンフレットの作成・配布により、事業者への周知・

意識啓発を図るとともに、訓練の実施により事業者の対応措置の有効性を確認・

検証する。

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向け、シンポジウムの

開催等を通じて、テロ対策に資する情報を公共交通事業者に共有するとともに、

一般利用者向けに、意識啓発のための広報活動を行う。

テロに対する公共交通事業者
の対応能力の強化

ミサイル発射時における公共交
通事業者の初動対応の強化

初動対応の強化のための情報収集
・有識者・事業者団体等を交えた検討会開催
・手引きをとりまとめ

周知・啓発
・パンフレットの作成・配布
・セミナーの開催

実証訓練の実施
・各社の対応措置の有効性を確認・検証

情報共有
・シンポジウム開催を通じて
テロ対策に資する情報の共有

意識啓発
・一般利用者向けの統一的な
広報・キャンペーン活動

公共交通事業者における危機管理対応力の充実強化について

結果に基づき
内容を見直し























（この冊子は、再生紙を使用しています。）


